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 資 料 １－５  

役員報酬規程改正のポイント 

（一般職の職員の給与に関する法律等の一部を改正する法律 

（平成２２年法律第５３号）平成２２年１２月１日施行関係） 
 

法 人 名 現       行 改  正  後 

国 立 公 文 

書 館 

 

○ 常勤役員の俸給月額 

 館長    ９９１，０００円 

 理事    ８４０，０００円 

 

○ 非常勤役員手当の月額 

監事        ２９８，０００円 

 

○ 期末手当（１２月）における期別

支給割合 

１００分の１６５ 

 

 

 

○ 常勤役員の俸給月額 

 館長    ９８９，０００円 

 理事    ８３８，０００円 

 

○ 非常勤役員手当の月額 

監事        ２９７，０００円 

 

○ 期末手当（１２月）における期別支給

割合 

１００分の１５０ 

 

○ 平成２２年１２月期の期末手当で調整

措置を行う。 

 

○ 平成２２年１２月１日から適用する。 

 

沖 縄 科 学 

技 術 研 究 

基 盤 整 備 

機 構 

 

○ 期末特別手当における期別支

給割合 

【６月】  １００分の１４５ 

【１２月】 １００分の１６５ 

 

 

○ 期末特別手当における期別支給割合

 

【１２月】 １００分の１５０ 

 

※平成２３年４月以降の期別支給割合 

【６月】  １００分の１４０ 

【１２月】 １００分の１５５ 

 

北 方 領 土 

問 題 対 策 

協 会 

 

○ 期末特別手当における期別支

給割合 

【６月】  １００分の１４５ 

【１２月】 １００分の１６５ 

 

 

 

 

 

○ 期末特別手当における期別支給割合

【６月】  １００分の１４０ 

【１２月】 １００分の１５５ 

 

 

○ 特例措置 

平成２２年１２月期の期末特別手当は

１００分の１５０とする。 

 

○ 平成２２年１２月１日から施行する。 
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国 民 生 活 

センター 

 

○ 常勤役員の俸給月額 

理事長   ９４１，０００円 

理事    ７７８，６００円 

 

○ 非常勤役員手当の月額 

監事               １１

２，７００円 

監事（理事長が指定する者に限

る） ４６０，６００円 

 

○ 特別手当の支給割合 100 分の

182 

 （平成 21 年夏期特別手当の支

給割合 100 分の 85 

平成 21 年年末特別手当の支

給割合は 100 分の 97） 

 

○ 平成 21 年年末特別手当（12

月）で減額調整を行う。 

   （調整率は 0.24％） 

 

。 

 

 

 

○ 常勤役員の俸給月額 

理事長   ９３８，８００円 

理事    ７７６，８００円 

 

○ 非常勤役員手当の月額 

監事               １１２，４０

０円 

監事（理事長が指定する者に限る） ４

５９，６００円 

 

○ 特別手当の支給割合 100 分の 170 

 （平成 22 年夏期特別手当の支給割

合 100 分の 91 

平成 22 年年末特別手当の支給割合

は 100 分の 79） 

 

○ 平成 22 年年末特別手当（12 月）で減

額調整を行う。 

   （調整率は 0.28％） 

 

○ 平成 22 年 12 月 1 日から施行する。 

 

 

 

 

（参考）平成２２年度人事院勧告のポイント 

○月例給については、行政職俸給表（一）で平均０．１％引下げ。指定職は、０．２％

引下げ。 

○期末・勤勉手当（ボーナス）は、０．２％引下げ。 

○平均年間給与は、△９．４万円（△１．５％）となる大幅な引下げ。 


